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9フォーサイトに関する最新動向ー第 5 回予測国際会議　世界の科学技術予測の現状～社会課題解決に向けて～（開催報告　その 2） 
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　日本では、大学の内部使用研究費の内、機器等の
購入に使用した費用は、2013 年科学技術研究調査報
告4）によると 2196.3 億円（2012 年）であり、これは
大学の内部使用研究費の 6.2% であった。一方、米国
では、大学において機器等の購入等に使用した費用
は、Science and Engineering Indicators 2014（国立
科学財団National Science Foundation： NSF）5）に




















































の 先 端 研 究 機 器 を 集 積 し た 4 つ の 共 用 施 設
（Fluorescence activated cell sorting （FACS） 
facility, Cell sciences imaging facility, Protein 











②材料科学工学科の Center for Magnetic Nanotech-
nology










様々なレベルで 20 ～ 30 の共用施設が存在する。
① Beckman Center の先端研究機器共用施設
　医 学 部 キ ャ ン パ ス に あ る Beckman Center
出典：参考文献 4 の個票を基に SciSIP 室にて作成










㻕㻓㻓㻕 㻕㻓㻓㻖 㻕㻓㻓㻗 㻕㻓㻓㻘 㻕㻓㻓㻙 㻕㻓㻓㻚 㻕㻓㻓㻛 㻕㻓㻓㻜 㻕㻓㻔㻓 㻕㻓㻔㻔 㻕㻓㻔㻕

































　UCSB（University of California, Santa Barbara）
の知的財産管理組織（The UCSB Oﬃ  ce of Tech-









facility, Computing, Energy Research facility, 
Microscopy and Microanalysis facility, Polymer 
Characterization facility, Spectroscopy facility, 



















り、2011 年度の利用者は 160 ユーザ（内、企業
は 10 ユーザ）で、Microscopy and Microanalysis 






　幹細胞生物工学センター（Center for Stem 



















　UNM（The University of New Mexico） は、 学
内に多くの研究機器等の共用施設があるが、学部生
や大学院生に対する教育目的の施設が主である。
①Center for High Technology Materials








































































































を 2004 年から開始し、現在、全米に広がる 14 大学
のナノテクノロジー関連の先端研究機器の共用施設
を支援している（2015 年 8 月終了予定）16）。年間予





と し たMRSEC（Materials Research Science and 
Engineering Centers）プログラムを 1994 年から
開始しており、この中で共用施設の整備の支援も
している。現在 26 大学が支援されており、2014 年
度の予算は 2500 万ドルである（7-10 件採択予定）。
このMRSECプログラムで支援された共用施設は、
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ている。予算は、2009 年からの 2年間はAmerican 
Recovery and Reinvestment Act （ARRA）による
National Center for Research Resources（NCRR）
からのファンドを利用し、現在はHarvard Clinical 
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購読費と掲載費に関して議論を取り扱う。 ジャーナルと、部分的 OA 化（以下ハイブリッ
ド）OA ジャーナルがある。これらのジャーナル
では、著者が掲載時に掲載料（Article Processing 
Charge : APC）を支払うことで論文が OA 化され
る。今回はこの 2 つの OA 化論文について議論を行
い、機関リポジトリ等に掲載された論文の経費等は
取り扱わない。（図表１）







行する OA ジャーナルより 700 ドルほど安い。さ
らに、ハイブリッドジャーナルの OA 化が一番高く
なっている。
　世界の APC 支払いによる OA 市場は年 30% の




が、現実的なシナリオとして 2012 年から 15 年にか






にある。例えば Web of Science における日本の論
文数との OA 論文の割合を図表 2 に示す。このグ









































表 3）このことは日本の APC 支払い総額が今後
増加することを意味する。例えば、Springer 社の
BioMedCentral に日本の研究者論文から支払われ
た APC は 2007 年に比較してほぼ 5 倍となり、約
1 億 7 千万円と推定されている12）。また、先の図
表 3 の OA 論文数に従い、仮に全ての OA 論文が








超え、あるいは、Nature や Springer 等大手出版者
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　英国のオープンアクセス実行グループ（OAIG: 















コンソーシアである JISC Collections では、APC
のオンライン決済サービスを行っているスタート






　ドイツ研究振興協会 (DFG) では 2009 年より、
APC の補助プログラムを開始している。補助プログ
ラムへは大学単位で申請し、所属する研究者が連絡
著者（Corresponding/Submitting Author）の OA 論
文で、APC が 2000 ユーロを超えない論文に対して














Center）の RightsLink for Open Access サービスを
導入している18）。転載許可等の著作権処理の手続き



















APC の値上げを抑えつつ OA 出版の量を増やすこ
とが現実的な方策となる。
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食糧農業機関（Food and Agriculture Organization 





















1 はじめに 2 農業統計に含まれる農業生産統計





































が 2010 年 9 月 に 発 表 し た「Global Strategy To 




　米国では農務省（United States Department of 
Agriculture：USDA）に属する国立農業統計局





れている。NASS は 1976 年以来、米国地質調査局






発表しており、2014 年 1 月 31 日に 2013 年版が公
表された6）。
　また、2013 年 10 月にブラジルのリオデジャネ
イロで開催された第 6 回国際農業統計会議（ICAS 
VI）において、NASS の研究者から「Reported Uses 
of CropScape and the National Cropland Data 
Layer Program」（CropScape と全米 CDL プログ
ラムの利用例）が発表された7）。
　米国がどのように衛星画像を利用しているかに
ついては、2003 年頃に NASS の統計専門家が欧州
の関係者と共同で発表した「Utilization of Remote 
Sensed Data and Geographic Information System
（GIS） for Agricultural Statistics in the United 





























　「ランドサット 5 号」は 1984 年に打ち上げら
れ、2013 年 6 月まで約 29 年にわたって衛星運
用が継続されたが、データが不足する場合は海





1993 年に「ランドサット 6 号」が軌道投入失敗と
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衛星画像を利用した農業生産統計
　我が国では、農業生産統計に衛星画像を利用す
る試みは 1990 年代から行われている。2010 年に
（独）農畜産業振興機構（Agriculture & Livestock 
















　2014 年 5 月 24 日に JAXA の陸域観測衛星「だ









はデータ統合・解析システム（Data Integration & 
Analysis System：DIAS）や地理空間情報システ














州全域を 2 km 四方の格子に分割し、110 万か所の
サンプリングポイントを設定している。各地点を衛
星画像から土地被覆で分類し、第 2 段階では約 26 万
か所を抽出して現地調査（Ground Survey）を行い、
土地利用の分類を行う。
　LUCAS は EU 統計局（EUROSTAT）により 2001
年から開始されているが、最初は EU 加盟の 13 カ
国で実施し、2009 年に 23 カ国、2012 年に全 27 カ国
が参加して実施された。サンプル地点数は国によっ
て増減の状況が異なるが、たとえばフランスは 2009 年
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